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環境と共生した新たな都市・生活システムの創生

施策のねらい

地球環境に配慮した都市づくりの観点から、省エネルギーや再生可能エネルギーの利用などの必要性が認識されて

た。さらに、今回の震災では、液状化によるライフラインの被害が市民生活や企業活動の継続に大きな影響を与えま

した。このような教訓を踏まえ、災害時にも、自立的に生活が継続でき、環境に配慮した持続可能な都市づくりを、ま

た、復旧、復興に取り組む際に、震災の教訓を踏まえた新しい価値を付け加え、まちのイメージアップを図る視点が大

切です。産官学の連携により、環境技術や新しい生活サービスの導入を視野に入れ、持続可能なまちづくりの取り組

みが市域全体に展開できるよう、国が進める「環境未来都市構想」の検討を進めます。

(1)公共公益施設の耐震・液状化対策の強化

①ライフラインの復興
②緊急輸送路などの改良整備。
③ヘリポート及び設置予定地の液状化対策の実施

④公益施設の液状化対策の実施

(2)宅地の液状化対策の促進 格子状地中壁工法による道路と宅地の一体的な液状化対策

(3)洪水・高潮・津波への対策 治水施設の機能強化の推進

(4)災害に強い住宅・住環境の形成
①住宅の耐震診断・耐震改修などの促進
②過密市街地の整備

(5)防災拠点や防災ネットワークの機能強化

①防災体制の確立・強化
②市民・事業者・行政などの連携強化
③情報収集・発信の仕組みの強化
④避難対策の強化と円滑な避難所運営体制の確立

⑤医療・救護体制の強化

災害に強い市街地の形成 「環境未来都市構想」



復旧・復興事業費の財源内訳

平成２６年度の事業費全体 ５０１億円 （見込み） (伊勢神宮式年遷宮の総事業費と550億)

進捗率80％予定（松崎秀樹浦安市長）

①復旧事業 総 額 国 浦安市

302億円 245億円 57億円
・地方債で約34億円
・一般財源で約23億円

②液状化対策復興工
事

248億円

生活道路 200億円以上

財政課
年度末には進捗率８５％で終えたい。

公共下水道は同９２％を目指す。
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財政課

平成23年度 応急復旧費用

復旧・復興工事を3年かけて行う
（2013年12月の市議会採決）

39億円 ・補助金・助成金を新規事業すべて停止!
・ 聖域なしで20%力ツト!

平成27年度まで実施を検討している液状化対策費 約234億円

国より復興交付金 総額 ５９０億円 (H26.2推計)



浦安市財源 平成25年4月16日（松崎市長）



財政力指数比較 全国トップ平成23年度25年度



傾斜した建物

千鳥地区の道路被害の状況 明海地区のマンホール被害状況

美浜地区の噴出土砂の状況

被害の状況



復旧・復興スケジュール



被害状況

校舎、体育館などの建物は、杭基礎のため建物本体の被害なし。液状化よって、校舎周辺の地盤やグラウンドの沈下が
発生し、出入り口の段差、
上下水道管の切断などの被害が生じた。
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復旧工事と復興交付金を活用した液状化対策

上下水道管の接続部分をフレキシブルジョイントに変更

校舎出入り口に「踏み掛け版」を埋設（下図参照）

被害の大きかった6中学校のグラウンドの液状化対策

（１）－１ 学校施設
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。復旧工事に併せて液状化対策工事

シンボルロード・新浦安駅前広場・舞浜駅前広場緊急車両の通行が確保

・小型機械により、地表面から地盤に固化剤（セメントスラリー）を注入し、
鉛直方向にかき混ぜて地盤を固結する工法
・地表面から一定の深さの地盤まで、迅速で効率良く改良することが可能
・舞浜駅デッキ下の歩道部は単粒度砕石置換工を行う。

液状化対策（パワーブレンダ―工法）のイメージ

（１）－２ 道 路
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管路の被害状況

開削工法

掘削深さの浅い街区内

地表から地盤を掘削して損
傷した下水管、マホールを
交換する工法。新潟県中越
地震などで実績

推進工法

開削による下水道管の敷設が困難な街区内

地盤の掘削を行わず、発進立坑からジャッキの推力により下水道管その
ものを押し込む工法

改良土による埋め戻し

改良土による埋め戻し

地震発生おおむね3週間以内には使用制限を解除できるように下水道施設の強化を図る。（１）－３ 下水道工事



（１）－４ ライフラインの復興工事の新着状況

H25.4.1



事 業 概 要 実施
主体

実施期間

24・25度 26～29年度 30～32年度

１）液状化による
被害の調査結果

の公表

・液状化による被害の調査結果

の公表

・震度分布や液状化危険度

マップの作成と公表

市

２）宅地の液状

化対策工法の

分類・評価の検

討結果の活用

・液状化対策工法の検討結果の公表

・液状化対策工事実績やボーリング
データの収集及びデータベース化

市

３）宅地の液状

化対策の促進

・液状化や地盤対策の促進

・専門家や宅地開発事業者な
どの参加による相談体制・支援
体制の構築

・道路などの公共施設と宅地の
一体的な液状化対策の検討

・液状化対策技術の開発支援

市

事
業
者

危険度マップ公表

調査結果公表

検討結
果公表

ボーリングデータなどの収集やデータベース化

液状化や地
対策の促進

液状化対策技術
の開発支援

相談体制の検討・構築
道路と宅地の一体的な液状化対策整備の検討

（２）－１ 宅地液状化対策予定表



（２）－２ 対策工法の検討フロー

平成23年7月に、公益社団法人地盤工学会、同土木学会、社団法人日本建築学会の協力で設置

平成24年度に、新たに「液状化対策実現可能性技術検討委員会」を設置し、併せて、国の協力等も得ながら、これら工法についての
現場実証実験や模型実験等を実施し、液状化軽減効果や事業に伴うリスク、コスト等の整理を行った



格子状地中壁工法による道路と宅地の
一体的な液状化対策勉強会

都市整備部 市街地開発課 液状化対策推進室

目 次
ⅰ 地盤の状況

ⅱ 地中壁配置素案

ⅲ 施工方法

ⅳ 対策効果

ⅴ 概算事業費



言葉の意味

Ｂｓ：盛土層
Ｆｓ：埋立土層（浚渫土）
Ａｓ：沖積砂質土層
Ａｃ：沖積粘性土層
Ｄｓ：洪積砂質土層

Ｎ値：各深さの土の硬さや強さを示す指標

ＦＣ：土粒子は粒径によって粘土、シルト、砂、礫に区分されるが、このうちの
粘土分とシルト分を合わせた全体重量比率を細粒分含有率FCとしている。

 

ⅰ 地盤の状況

液状化層

参考例



ⅰ 地盤の状況

昭和23年 昭和50年 昭和56年

埋立ての変遷

埋立て工事の状況
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